
 

 

議  案  第  ８８  号  

 

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例の

制定について  

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例を次のとおり

制定する。  

 

平成３０年１２月４日提出  

 

新居浜市長 石 川 勝 行  

 

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例  

 

（趣旨）  

第１条 この条例は、認定地域再生計画に記載されている地方活力向上地域内において、

地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令（平成２７年総務省令第７３

号。以下「省令」という。）第２条第１号に規定する特別償却設備（以下「特別償却

設備」という。）を新設し、又は増設した認定事業者に係る固定資産税について、地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条第１項の規定に基づき、新居浜市税賦課

徴収条例（昭和２５年条例第１０号）の特例措置を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、地域再生法（平成１７年法律第２４号。以

下「法」という。）において使用する用語の例による。  

（課税免除）  

第３条 市長は、認定事業者（省令第１条に規定する公示日（以下この項において「公

示日」という。）から平成３２年３月３１日までの間に、地方活力向上地域等特定業



 

 

務施設整備計画の認定を受けた者に限る。）が、認定地方活力向上地域等特定業務施

設整備計画に従って、当該認定を受けた日から同日の翌日以後２年を経過する日（同

日までに法第１７条の２第６項の規定により当該認定を取り消されたときは、その取

り消された日の前日）までの間に、特別償却設備を新設し、又は増設した場合には、

当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築物の敷

地である土地（公示日以後に取得したものに限り、かつ、土地については、その取得

の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設

の着手があった場合における当該土地に限る。以下「特別償却設備等」という。）に

対する固定資産税を課さないものとする。ただし、当該認定事業者が、納期限の到来

した市税を完納していないときは、この限りでない。  

２ 前項の規定による課税免除（以下「課税免除」という。）の期間は、特別償却設備

等に対して固定資産税を課すべきこととなる最初の年度（次条において「初年度」と

いう。）以後３か年度とする。  

（課税免除の申請等）  

第４条 課税免除を受けようとする者は、規則で定めるところにより、初年度の初日の

属する年の１月３１日までに、市長に申請しなければならない。  

２ 課税免除を受けた者は、前項の規定による申請の内容に変更があった場合は、遅滞

なく、その旨を市長に届け出なければならない。  

（課税免除の取消し）  

第５条 市長は、課税免除を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該課

税免除を取り消すことができる。  

（１）第３条第１項の要件に該当しなくなったとき。  

（２）偽りその他不正な手段により課税免除を受けたとき。  

（３）市税を滞納したとき。  

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が課税免除を取り消す必要があると認めたとき。  

（委任）  

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。  

附 則  



 

 

この条例は、公布の日から施行し、平成３１年度以後の年度分の固定資産税について

適用する。  

 

提案理由 

地域再生法に基づく認定地域再生計画に記載されている地方活力向上地域内において、

本社機能の移転又は拡充を行う認定事業者が新たに取得した資産に係る固定資産税につ

いて特例措置を定めるため、本案を提出する。 




